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◆ 人材派遣や認可保育園を運営 
ＳＥＲＩＯ（セリオ）ホールディングス（以下、同社）は、同社と連結子会社であ

るセリオ、クオーレの 3 社で構成されている。セリオは就労支援事業、放課

後事業、保育事業を営み、クオーレがセリオで運営している保育事業の不

動産施設を賃貸している。就労支援事業が売上高の約半分、セグメント利

益の 7 割弱を稼いでいる（図表 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
就労支援事業は、子育て中の既婚女性の就労をサポートすることからスタ

ートした、創業時からの事業である。東京、名古屋、大阪、広島に支店を持

ち、主に首都圏、名古屋地区、近畿地区、広島地区にて営業活動を行って

いる。人材派遣、人材紹介、業務委託契約、業務請負契約を中心として、

オフィス業務、電話対応業務、セールス業務、軽作業業務、在宅ワーク等に

対応している。登録要員は約 4 万名で稼働人数は約千人である。 
 

就労支援事業では、パートタイマー型勤務や 1週間に 2日、もしくは 3日の勤

務など仕事と家庭が両立しやすいワークスタイルを顧客企業に提案している。
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売上高 構成比 セグメント利益 構成比 売上高 構成比 セグメント利益 構成比
就労支援 1,956 48% 57 66% 1,063 43% 54 57%
放課後 1,503 37% -0 0% 954 39% 19 21%
保育 605 15% 29 34% 444 18% 21 22%
合計 4,065 100% 86 100% 2,462 100% 95 100%

17/5期 18/5期上期事業別

子育て中の女性に特化した人材派遣や認可保育園の運営を手掛ける 

上場による調達資金は、主に待機児童の多い地域での保育園の新設投資へ 

＞ 事業内容 

【 6567　SERIOホールディングス　業種：サービス業 】
売上高 前期比 営業利益 前期比 経常利益 前期比 純利益 前期比 EPS BPS 配当金

（百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （百万円） （%） （円） （円） （円）
2017/5 4,065 - 39 - 43 - 27 - 13.9 102.4 1.9
2018/5 予 5,053 24.3 62 57.8 69 60.4 41 50.7 16.9 - 2.8

（注） 1. 連結ベース。 純利益は親会社株主に帰属する当期純利益。2018/5期の予想は会社予想
2. 2017年11月16日付で1：10の株式分割を実施。1株当たり指標は遡って修正

決算期

【 図表 1 】セグメント別売上高及びセグメント利益        （単位：百万円） 

（注）17/5 期の放課後事業のセグメント損失は 284 千円 
（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 

【 株式情報 】 　【 その他 】
株価 3,400円（2018年3月5日） 本店所在地 大阪市北区  【主幹事証券会社】
発行済株式総数 3,000,000株 設立年月日 2016年6月1日 野村證券
時価総額 10,200百万円 代表者 若濵 久 【監査人】
上場初値 4,100円（2018年3月5日） 従業員数 297人（2017年12月） 有限責任 あずさ監査法人
公募・売出価格 1,780円 事業年度 6月1日～翌年5月31日
1単元の株式数 100株 定時株主総会 毎事業年度終了後3カ月以内

【 会社基本情報 】
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フルタイムの派遣要員でない点が同業他社とのビジネスモデルの相違である。

17年 10月には、同事業の事業強化を目的に、新ブランド「sacaso（サカソ）」を

立ち上げた。 
 

放課後事業は自治体や私立小学校から放課後施設の運営を受託している。

運営委託先の属性から、公設放課後事業、私立小学校アフタースクール事

業、民間放課後アフタースクール事業の 3 つに区分されている。同事業の

皮切りは大阪府での受託だが、大阪府での受託実績をアピールすることで、

他都県での開拓につながった模様である。 
 
公設放課後事業は、17 年 12 月末時点で 125 施設（大阪府 93 施設、東京

都 10 施設、愛知県 8 施設、千葉県 6 施設、広島県 4 施設、兵庫県 3 施設、

神奈川県 1 施設）の運営を自治体から受託している。私立小学校アフター

スクール事業は、トレジャーキッズクラブという名称で、同じく 8 施設を運営し

ている。民間放課後アフタースクール事業は 1 施設を運営している。ネイテ

ィブ社員の常駐による英語教育や 22 時までのサービス提供等の特徴があ

る。 
 
保育事業は自治体からの認可を受け、認可保育園と小規模認可保育園を

運営、自治体からの業務受託または指定管理者制度注１を受け地域子育て

支援拠点を運営している。 
 
認可保育園は、トレジャーキッズ保育園という名称で、17年 12月末時点で 6
施設を運営している。小規模認可保育園は、エンジェルキッズ保育園という

名称で、8 施設を運営している。地域子育て支援拠点は 2 施設を運営して

いる。 
 
6 施設ある認可保育園は全て大阪府にあり、8 施設ある小規模認可保育園

も 6施設が大阪府（他 2施設は、兵庫県と東京都）にあるように、大阪府での

地盤が強みとなっている。 
 
◆ 就労支援事業 
同社の就労支援事業の売上高は凡そ半分がコールセンターである。一般社

団法人日本コールセンター協会の調査によると、コールセンター業界の売上

高は、近年右肩上がりで成長している（図表 2）。 
 
競合企業は多く、上場企業ではベルシステム２４ホールディングス

（6183 東証一部）、トランス・コスモス（9715 東証一部）、ベネッセホ

ールディングス（9783 東証一部）等が挙げられる。 
 
 
 

＞ 事業環境 

（注 1）指定管理者制度 
自治体から「管理代行」の指定

を受け、公の施設の管理権限指
定を受けたものに委任する制度 
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◆ 放課後事業 
全国学童保育連絡協議会調べでは、学童保育注 2 数（施設の入所児童数）は、

17 年 5 月 1 日時点で 114 万 8,318 人と 10 年前（07 年）の 74 万 4,545 人の

1.5 倍に増加しており、把握できた待機児童数は 16,929 人となっている。また、

児童の保護者世代と思われる 25 歳～44 歳の女性の就業率注 3は 1985 年の

56.5%から 15 年には 71.6%と上昇傾向にある。 
 
政府は、待機児童の解消に必要な約 22 万人分の予算を 18 年度から 19 年

度末までの 2 年間で組み、22 年度末までの 5 年間で女性就業率 80%に対応

できる約 32万人分の保育の受け皿を整備する方針注 4である。したがって、学

童保育の施設の需要は増大傾向にあると思われる。 
 
上場会社での競合企業は、ＪＰホールディングス（2749 東証一部）、シ

ダックス（4837 東証一部）、ライクキッズネクスト（6065 東証一部）な

どが挙げられる。 
 
◆ 保育園事業 
厚生労働省調べによると、17 年 4 月 1 日時点の保育所等定員は前年比 10
万人の増加の 274 万人に対し、保育所等を利用する児童数は同 8.8 万人増

加の 255 万人となっている。待機児童数は同 2,528 人の増加の 26,081 人で

ある。女性の就業率の上昇傾向を受け、保育所施設の需要は増大傾向にあ

る。 
 
上場会社の競合企業は、ＪＰホールディングス（2749 東証一部）、ライ

クキッズネクスト（6065 東証一部）、グローバルグループ（6189 東証一

部）などが挙げられる。 
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【 図表 2 】コールセンター業界売上高 

（注）56 社合計 
（出所）一般社団法人日本コールセンター協会資料を基に証券リサーチセンター作成 

（注 2）学童保育 
親が共働き、もしくはひとり親
等の家庭の小学生児童（学童）
を対象に授業の放課後や週末に

適切な遊びや生活の場を与え
て、学童の健全な育成を図る保
育事業の通称を指す。 
 
（注 3）女性の就業率 
厚生労働省がリリースした「平
成 27 年版 働く女性の実情」か

らの数字。 
 
（注 4）整備する方針 
17 年 12 月 8 日に公表された閣

議決定の「新しい経済政策パッ
ケージ」より。 
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◆ 保育園開設に伴う初期投資が利益を左右してきた 

同社は 16年 6月 1日に単独株式移転によりセリオの完全親会社として設立さ

れた。セリオ及び同社の業績推移は図表 3 の通りである。13/5 期から 15/5 期

までは会計監査人の監査を受けていないが、16/5 期は監査を受け、かつ同

社の 17/5 期と比較可能な財務諸表である。 
 
保育園の新規開設は、資産計上されない備品類や、運営開始前に前倒しで

採用する人員の人件費、及び採用に係る経費が初期投資として発生する。

14/5 期は 14 年 4 月に同社として初の認可保育園を 2 開設したことから、開設

に伴う初期投資の発生で、大幅経常減益となった。15/5 期は、14 年 10 月の

小規模認可保育園 1 園のみの開設であったため、14/5 期に比べ新規開設に

ともなう初期投資が少なくすみ、経常利益の回復となった。16/5 期は、16 年 4
月に認可保育園 2 園、小規模保育園 1 園を開設したため、初期投資が増加

し経常減益となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
◆ 17 年 5 月期 

同社の 17/5期業績は、売上高 4,065百万円（前期比 35.0%増）、営業利益 39
百万円（同 1.5%減）、経常利益 43 百万円（同 2.9%増）、親会社株主に帰属

する当期純利益 27 百万円（同 21.0%減）であった。 
 
就労支援事業の売上高は 1,956 百万円、セグメント利益は 57 百万円であっ

た。同社が展開している電話対応業務、オフィス業務、軽作業業務等の職種

で受注が増大した。 
 
放課後事業の売上高は 1,503 百万円、セグメント損失は 284 千円であった。

新たに 16 施設の運営を開始したことで、同社が運営する施設数は 132 施設

＞ 業績 
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【 図表 3 】業績推移 

（注）16/5 期までは株式会社セリオ、17/5 期はＳＥＲＩＯホールディングス 
（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 
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（17年 5月末）となった。施設数の拡大に対応するため、間接部門の増員、及

び ICT システムを新たに導入したことから費用が増加し、セグメント損失を計

上した。 
 
保育園事業の売上高は 605 百万円、セグメント利益は 29 百万円であった。

認可保育園 1 施設、小規模認可保育園 3 施設を新たに開設した。 
 
◆ 18 年 5 月期の会社計画 
同社の 18/5 期計画は、売上高 5,063 万円（前期比 24.3%増）、営業利益 62
百万円（同 57.8%）、経常利益 69 百万円（同 60.4%増）、親会社株主に帰属

する当期純利益 41 百万円（同 50.7%増）である（図表 4）。事業別売上高は、

就労支援事業 2,124 百万円（同 8.6%増）、放課後事業 1,854 百万円（同

23.4%増）、保育事業 1,074 百万円（同 77.4%増）と計画している。 
 
18/5 期第 2 四半期累計期間（以下、上期）業績は、売上高 2,462 百万円、営

業利益 59 百万円、経常利益 61 百万円、親会社株主に帰属する四半期純利

益 41 百万円であった。18/5 期上期業績の通期計画に対する進捗率は、売

上高 48.7%、営業利益 95.6%、経常利益 88.8%、親会社株主に帰属する

四半期純利益 102.3%となっている。放課後事業及び保育園事業の施設は

4 月に新規開設となる場合が多い。18/5 期下期は保育事業において 8 施

設が開設、また開設予定であるため、新規開設費用に加え新規開設に向

け先行した人員採用による人件費が発生するため、下期の利益貢献が少

ない計画となっている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
就労支援事業において、自社施設のコールセンターを 18 年 3 月に 50 席程

度の新規開設を計画している。放課後事業は 17 年 4 月に 17 施設、9 月に 2
施設の運営を開始しているため 23.4%増収を見込んでいる。保育事業は 17
年 4 月に 5 施設、12 月に 2 施設を開設していることに加え 18 年 4 月に 6 施

設の開設が確定しているため 77.4%増収を見込んでいる。 
 
 

売上高 構成比 前期比
（百万円） （%） （%）

就労支援 2,124 42.0 8.6
放課後 1,854 36.7 23.4
保育 1,074 21.3 77.4
売上高 5,053 100.0 24.3
営業利益 62 1.2 57.8
経常利益 69 1.4 60.4
親会社株主に帰属する当期純利益 41 0.8 50.7

事  業  別

【 図表 4 】18 年 5 月期の会社計画    

（出所）適時開示資料を基に証券リサーチセンター作成 
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売上総利益率は 18.4%と前期比 0.1%ポイントの悪化を想定している。就労支

援事業の売上総利益率は 19.3%と同 1.7%ポイントの改善を想定している。取

引先との交渉による請求単価の増額等が寄与することを見込んでいる。放課

後事業の売上総利益率は 18.2%と同 0.1%ポイントの悪化を想定している。保

育事業の売上総利益率は 17.2%と同 4.6%ポイントの悪化を想定している。新

規開設数が多いことから、開園準備に係る一時的な費用が増加するためであ

る。 
 
販売費及び一般管理費は 868 百万円（前期比 22.3%増）を想定している。増

加の主な要因として、各事業の施設計画に基づく間接部門の人員増による

人件費増（583 百万円、同 27.2%増）を挙げている。 
 
◆ 中期計画 
同社は現時点で定量的な中期経営計画を公表していない。成長戦略として、

①就労支援事業については、契約者数増大による売上成長②放課後事業

については、実績を背景に自治体からの受託数増③保育園事業につては、

首都圏を中心に毎期 10 施設程度の新規開設を挙げている。 
 
放課後事業は、実績を背景に積極的に入札に参加するとしている。 
 
保育園事業については、厚生労働省がまとめた 17 年 4 月 1 日時点の就学前

児童の全国待機児童数は 26,801 人、うち東京都の 8,586 人が都道府県別で

トップであるように、需要の大きい首都圏を中心に新規開設を図るとしている。

またイオン（8267東証一部）の子会社であるイオンモールが展開している施設

等、企業主導型保育の施設も今後増加するとして、運営施設の拡大を目論

んでいる。 
 
上場時の同社の調達額は 1,132 百万円である。使途として、18/5 期に開設予

定保育園への設備投資に係る借入金の返済に 300百万円、19/5期に開設を

計画している保育園 8 園の設備投資に 297 百万円、20/5 期に計画している

保育園 7 園の設備投資に 265 百万円を充当する計画である。 
 
◆ 特定取引先への高い依存度 
就労支援事業においては綜合警備保障（2331 東証一部）が大口顧客である。

17/5 期売上高の 12.1%、就労支援事業売上高の 25.1%を占めている。綜合

警備保障との関係が悪化した場合には、同社の収益に影響が及ぶ可能性が

ある。 
 
放課後事業においては大阪市が大口顧客であり、17/5 期売上高の 26.3%、

放課後事業売上高の 75.1%を占めている。放課後事業の公設放課後事業で

は自治体から受託している 125 施設（17 年 12 月末）のうち 69 施設（同）が大

＞経営課題/リスク 
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阪市からの受託である。放課後事業の売上総利益率は 18.3%（17/5 期）だが、

大阪市からの受託分については、採算性が見劣りしている模様である。18 年

4 月以降、19 施設の受託分は契約更新せず、経営資源を新規の受託施設に

振り向ける構えである。同社が意図する新規の受託施設計画に遅延が生じた

場合、収益に影響を及ぼす可能性がある。 
 
◆ 国の施策 
17 年 12 月 8 日に公表された閣議決定の「新しい経済政策パッケージ」にある

人づくり革命では、幼児教育の無償化、待機児童の解消が謳われている。そ

の施策の進行度合が、同社が意図する業容拡大施策を左右すると思われ

る。 
 
◆ 配当 
同社の 1 株当たり配当は、17/5 期 1.9 円であった。連結配当性向 20%程度を

目標とする予定ではあるが、現時点での 18/5 期の配当は 2.78 円と配当性向

16.5%の計画である。 
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（百万円） （%） （百万円） （%）
売上高 4,065 100.0 2,462 100.0
売上原価 3,315 81.5 1,985 80.6
売上総利益 750 18.5 476 19.3
販売費及び一般管理費 710 17.5 417 16.9
営業利益 39 1.0 59 2.4
営業外収益 10 - 4 -
営業外費用 6 - 2 -
経常利益 43 1.1 61 2.5
税引前当期純利益 43 1.1 61 2.5
親会社株主に帰属する純利益 27 0.7 41 1.7

（百万円） （%） （百万円） （%）
流動資産 718 51.2 757 35.9

現金及び預金 348 24.8 375 17.8
売上債権 337 24.0 350 16.6
棚卸資産 - -

固定資産 684 48.8 1,353 64.1
有形固定資産 509 36.3 1,132 53.6
無形固定資産 35 2.5 48 2.3
投資その他の資産 139 9.9 172 8.1

総資産 1,402 100.0 2,111 100.0
流動負債 677 48.3 1,344 63.7

買入債務 1 0.1 2 0.1
固定負債 489 34.9 494 23.4
純資産 235 16.8 273 12.9

自己資本 235 16.8 273 12.9

営業キャッシュ・フロー 122 97
減価償却費 26 18

投資キャッシュ・フロー -42 -502

財務キャッシュ・フロー 59 431
配当金の支払額 - -4

現金及び現金同等物の増減額 139 26
現金及び現金同等物の期末残高 348 375

キャッシュ・フロー計算書 2017/5 2018/5/2Q累計
（百万円） （百万円）

損益計算書 2017/5 2018/5/2Q累計

貸借対照表 2017/5 2018/5/2Q

【 図表 6 】財務諸表 

（出所）届出目論見書を基に証券リサーチセンター作成 
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